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研究成果の概要（和文）：　本研究は，選挙制度の改革や政党政治の制度化に伴う政党と議員個人の行動変化について
探究する．より具体的に，政策中心・政党志向の選挙競争が強まるにつれ，議員個人は党全体の評価を高めるべく立法
活動に積極的に従事するようになるという仮説を設定した．実証的には，日韓の議員立法・議場での投票行動のデータ
を完成させ，フィールドリサーチを行い国会議員とそのスタッフに聞き取り調査を行うことで，仮説を多面的に検証し
た．

研究成果の概要（英文）：This research investigates the changing behavior of political parties and 
individual politicians following electoral reform and/or party system institutionalization. Specifically, 
it hypothesizes that with the rise of policy-centered, party-oriented electoral competition, individual 
politicians should actively engage in parliamentary activities to improve their parties' policymaking 
reputations. Empirically, it uses original datasets on Japanese and Korean legislators' bill initiation 
and legislative behavior, as well as interviews with policymakers and their staff to confirm the 
hypotheses in different perspectives.

研究分野：比較政治
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１．研究開始当初の背景 
 本研究において対象とする日本と韓国で
は，補助金配分等のクライエンタリズムが保
守政権による長期的な支配に貢献したと言
われる（斉藤 2010; Scheiner 2006など）．その
一方で，2000年代以降，選挙による政権交代
が東アジアに根付いてきた．この根底にある
と論じられているのが選挙制度改革や政党
政治の制度化であり，これによりクライエン
タリズムによる集票行動が減衰し，政策中
心・政党志向の選挙競争が芽生えてきたとさ
れる（Rosenbluth and Thies 2010など）．だが，
これらマクロレベルからの既存研究は，政党
間競争のあり方が変容したという点を指摘
するに留まり，ミクロな観点から，選挙競争
の主体である議員個人がどのように行動を
適応させているのか体系的に検証するもの
ではない． 
 本研究の代表者は，議場での投票行動や選
挙区での活動を題材に，ミクロな視点から政
党内部の議員行動を分析してきた．この業績
から得られた知見を敷衍し，本研究は，政策
中心・政党志向の選挙競争が芽生えるにつれ，
議員個人はより多くの資源を議員立法・質問
主意書に費やし，より幅広い有権者に自身の
政策実現能力をアピールするようになるこ
と，そして特にそうした議員は，党の政策立
案に携わる執行部だけでなく，当選回数の少
ない一般議員にも広く見られるようになる
という作業仮説を設定する． 
 立法活動の主体が若い一般議員へと移行
するという上記の点をさらに掘り下げると，
議員の立法活動については米国連邦議会を
題材に活発に研究が行われており，例えば選
挙に脆弱な議員ほど選挙で争点となった分
野に積極的に取り組むようになること（Sulkin 
2005），立法活動が委員長就任など議会内昇任
に正の影響を与えること（Wawro 2000）が立
証されている．だが，このように議員個人の
利己的インセンティブ（再選・昇進）に焦点
が置かれるのは，伝統的に政党規律の弱い米
国議会という特殊な文脈によるものであり，
政党が議員個人の立法活動にどのような影
響を与えるのかが考慮されない．一方で，東
アジアの議会研究（川人 2005; 福元 2000; 増
山 2003; Park 2002）では，提出数と成立率で
政府提出法案が圧倒的であったことを反映
し，野党や国会が受動的なアクターとして見
なされ，議員提出法案は分析から捨象される．
だが，日本でも韓国でも，多くの議員立法が
否決されるのにもかかわらず，立法活動は増
加の一途を辿っており，なぜ議員は同じ時間
と労力を後援会拡大等当選に直結する活動
に費やさないのかというパズルが残る． 
 
２．研究の目的 
 本研究の根源的な問いは，選挙制度の改革
や政党政治の制度化に伴い，選挙競争の環境
が変化する中，政党と議員個人は新たな環境
にどのような対応を行うようになっている

のか，である．具体的に本研究は，(a)ミクロ
レベルにおける政党・議員の行動様式の変化
を議員立法や投票行動から体系的に検証し，
(b)環境変化による議会政治の変容を多面的
に検証することで，既存の研究では看過され
てきた点を接合する試みである． 
 これらの問題を接合する鍵は政党にある
と考えられる．本研究は，政党が議員と異な
る独自のインセンティブ（自党の議席数を最
大化し，政策への影響力を強める）を有する
という仮定の下，戦略的に政府内のポストを
配分したり公認を与えたりすると論じてき
た．この知見を踏まえると，選挙において政
党の政策評価や政権担当能力が重要となる
「責任政党政治」（Cox and McCubbins 2005，
図参照）が強まるにつれ，積極的な立法活動
が党への貢献として高く評価されるように
なると考えられる．立法活動はより幅広い有
権者に「目に見える」形で自党の政策実現能
力を高める行為（図 1）であるが，政策中心・
政党志向の選挙競争が芽生えるにつれこう
した行為が党の評価を高め（図 2），次回選挙
での勝利可能性を高める（図 3）ため，党へ
の貢献度の高い議員を大臣への任用等で遇
する（図 4）．従って，若い議員でも次回選挙

での勝
利を期
待し，
かつ自
己の利
益を満
足させ
るため，
立法活
動に従
事する

（図 5）のである．その一方，政党の政策能
力評価が選挙の勝利に直結しない（図 3が存
在しない）クライエンタリズムの下では，立
法活動は政党により評価されず，再選や昇進
の懸念のない執行部へ一任される． 
 上記作業仮説，すなわち，政策中心・政党
志向の選挙競争が芽生えるにつれ， 

(1) 議員個人はより多くの資源を立法活
動（議員立法・質問主意書）に費やすよ
うになる 
(2) 立法活動の主体が若い一般議員へと
移行するようになる 
(3) 党への目に見える貢献としての立法
活動に対し大臣への任用等で遇するよう
になる 
を，環境変化（日本では 1994年の選挙制度改
革，韓国では 2002年の盧武鉉政権誕生）の前
後で比較分析する． 
 
３．研究の方法 
 本研究の核となるのは，本研究の代表者が
数年間かけて作成・拡充してきた独自のデー
タベースによる数量的分析と，インタビュー
等の質的データによる補完である．従って，



(a)日韓国会議員データベースを紹介し，(b)質
的データの収集方法について，説明する． 

 
(a) 日韓国会議員データベース 
 このデータベースは，本研究の代表者が博
士論文を執筆する際に作成を始め，順次拡充
してきたものである．データの収集・整理に
際して利用したのは，日本では『国会便覧』
『 政 官 要 覧 』 各 号 ， 韓 国 で は
『국회의원선거총람（国会議員選挙総覧）』
『국회의원총람（国会議員総覧）』各号であ
る．日本については，1979-2012年に衆議院に
在籍した全議員と，1965-2013年に参議院に在
籍した全議員について，政党所属，選挙結果，
キャリア背景，常任・特別委員会での役職，
内閣での役職等の基礎的データを網羅的に
カバーしている．韓国についても，1988-2012
年に国会に在籍した全議員について，これら
データのコーディングが完了している．これ
を統計分析した結果に基づき，議会内での議
員の活動，離党分析，議場での投票行動，補
助金配分等の研究発表を重ねてきた． 
 今回本研究に当たり，日本の衆議院に
1979-2012年の期間に提出された 1,546件の議
員立法，参議院に 1965-2012 年の期間に提出
された 1,025 件の議員立法について，誰が提
出を行い，どの委員会に付託されたかコーデ
ィングを行った． 
 一方，韓国国会には 20 年間で 20,000 件強
の議員立法が提出されており，やはりどの議
員が提出したのか，どの委員会に付託された
のかをコーディングした． 
 

(b) 質的データによる補完 
 以上の数量的データに加え，本研究では，
関連する雑誌記事や聞き取り調査等の質的
データの収集を行い，データ分析の結果が現
実に即したものであるか多面的に検証した．
インタビューに際して，(i)どのような目的で
議員立法に積極的であるのか，(ii)積極的な議
員立法を通じて再選や昇進等自己のインセ
ンティブを満たすようなことがあったのか
を調査した． 
 日本については，衆参議員，政党の政調会
長経験者，政党の政調会スタッフ，衆参法制
局のスタッフとインタビューを行った．韓国
については，平成 25年度 8月と平成 26年度
4月に各 4週間，計 8週間の現地滞在を行い，
国会議員，議員室秘書官・補佐官，政党の政
策スタッフ，国会の調査室・委員会のスタッ
フ，市民団体の代表者とインタビューを行っ
た． 
 朝日・日経や朝鮮日報・東亜日報等オンラ
イン・データベースを使って記事の収集・整
理も合わせて行い，これらインタビューを補
完した． 
 
４．研究成果 
 分析結果から，選挙改革以降は，(1)有意に
議員立法と質問趣意書の提出が増加してい

ること，(2)若い議員でも議員立法に積極的に
参与していること，(3)（日本の場合）議員立
法の件数が初入閣や再入閣に正の影響を与
えること，(4)（韓国の場合）議員立法の件数
が次回選挙での公認獲得に正の影響を与え
ることが発見され，作業仮説が概ね支持され
た．この分析結果を踏まえ，以下に挙げる論
文の発表を行った． 
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